
フード連合　第９回中央委員会　会長挨拶
　フード連合「第９回中央委員会」に全国各地からご参集いただきました中央委員のみなさん、オブザーバーのみなさん大変ご苦労さまです。みなさまには昨年９月の定期大会以来、フード連合の運動の前進、方針の実現のためにご尽力いただいておりますことに対しまして、心から敬意と感謝の意を表する次第です。
本日の中央委員会の議題の中心は２０１１春季生活闘争に関わる方針を決定することにありますが、みなさまの積極的な討論への参加とそれをふまえた確固たる共闘体制の構築をお願い申し上げます。
　さて、２０１１年がスタートし、通常国会も動き出そうとしていますが、民主党政権に対する国民の信頼は未だ回復されておらず、本年も厳しい政権運営を強いられることになるものと見られます。政権交代に託した国民の期待に応えきれていない現在の状況に対して、私たちも支持団体の立場から言うべきことはしっかりと言っていく時だろうと考えます。
また、４月には統一地方選挙が行なわれますが、厳しい闘いになることは必至の情勢であり、組合として取り組みにくい面があろうかとは存じますが、「改革の道、未だ半ばなり」の思いのもとに、推薦候補の勝利に向けて、各単組並びに地区協議会は体制の強化を図っていただきたいと考えます。
昨年秋からＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）へのわが国の参加をめぐる問題が大きくクローズ・アップされることとなりました。民主党政権は基本的には〝平成の開国〟として積極的推進の立場にありますが、党内には異論も多く、まさに国論を二分する状況にあるといえます。加えて、主要メディアはこれに反対するグループに対して「既得権益にしがみつく守旧派」とのレッテルを貼るような論調が多く、冷静に問題の所在がどこにあるのかを提示してきておりません。
フード連合としては、中央執行委員会としての見解を１１月に示し、かつ本日の中央委員会のなかで特別決議の採択を予定しておりますので、改めて多くを述べることはさけたいと思いますが、まさに、わが国の食料安全保障体制を危うくする問題であり、食品産業の基盤そのものを棄損することであると考えます。アメリカの国家戦略の一環としてのＴＰＰ協定の持つ意味合いをふまえたうえで、日本の真の国益とは何かを見据えて、しかるべき対策を講じていくことが今こそ求められております。さらには、食の安全・安心の確立あるいは食料自給率の向上という、フード連合の産業政策の基本部分は、連合の政策・制度要求の中身とも合致していることを付言しておきたいと思います。
農業・食料対策が示され、広く国民的合意を得るなかで参加が確認されるのならまだしも、拙速な参加決定に対しては、私たちはこのことがわが国の歴史の汚点になるとの認識に立たざるをえません。

　さて、２０１１春季生活闘争について、話をすすめます。
今春闘を取り巻く経済情勢についてでありますが、景気は穏やかな回復の動きを見せており、デフレ基調からの脱却までは進まないものの悲観的な状況にはないといえます。補正予算の効果も上半期には表われてこようかと考えますので、自律的な足取りの強さや個人消費が上向くということに大きな期待はできませんが、労使交渉にブレーキがかかるということにはならないでしょう。

食品業界を見ても大手企業では、海外も含めた設備投資意欲は活発であり、問題は中小・地場企業が過当競争のなかで、どう生き残っていけるのかにあると考えております。この状況は単年度の傾向ということではなく、今後しばらく続いていくだろうとの認識を持って、中小労組においては労使協議制の充実を意識的に図り、会社の一方的な経営判断に対してチェック機能を果たしていくことが重要になってくると考えます。
フード連合の今次春闘に臨むにあたっての方針案につきましては、後ほど具体的に提案させていただきますので、その内容にわたりましては、私からつぶさに申し上げることはいたしませんが、端的に言うならばフード連合にとっての今春闘の眼目は「格差是正」この一言につきると思います。それは大手と中小の間の賃金水準の開きをどう是正するかであり、正規社員と非正規のメンバーの間の処遇の格差をどう是正するのかということでもあります。
連合は「すべての労働者のために１％を目安とした適正な配分を求めるなど、労働条件の復元が必要だ」としていますが、構成産別間の方針を見てみれば、みなさんご承知の通り、必ずしも足並みがそろっているわけではございません。それぞれの産業状況の違いがありますから、このことをもって他産別を批判するつもりはありませんが、全体がひとつにまとまりきれないということでは大きな力の結集たりえないことは自明のことであり、私たちの戦いも自ずと厳しいものになるだろうとの覚悟を持つ必要があります。大手組合を中心に加盟各組合におかれましても、要求案作成の議論や作業が始まっているものと思いますが、賃金の引上げのみならず、その他の要求課題についても要求の根拠と主張点を明確にして、まさに自力決着への道すじをしっかりと展望した取り組みにしていただきたいと考えます。
フード連合全体としては、賃金水準がこの６年間で１万円もダウンしたということがデータで示されていますし、社会全体も同様のトレンドでデフレに拍車がかかっているわけですが、各組合とも、自社においては、それがどう推移してきているのか、その原因は何に求められるのか？ベア要求を見送ってきた結果なのか、あるいは人員構成の変化があったのか、賃金制度改定の影響によるものなのか等々、具体的にしっかりと分析をしたうえで、今次春季交渉における、自らの主張のポイントを整理し、臨んでいただきたいと考える次第です。　　

株主や経営層にばかり手厚く分配がなされ、従業員の賃金は一向に改善されずにきた結果として、消費が冷え、売上げも伸びない悪循環に陥ったわけですから、分配の歪みを正し、活力ある日本経済へと立ち直らせる取り組みが社会からの要請でもあるわけです。
交渉に臨むにあたっては、自らの正当性を裏付けていくための準備がどれだけ、しっかりとできるかが春闘の結果を左右するといっても過言ではないわけで、是非ともそうしたことの積み重ねが交渉力の強化になるんだということで、ご理解いただきたいと考えます。
まさに、２０１１春季生活闘争はそれぞれの単組の力量が問われる闘いになるといえます。みなさんの奮闘に大きく期待しております。

　フード連合では、昨年の定期大会で決定した補強方針をうけて、「あり方検討委員会」を設置し、結成１０周年を展望し、産別運動の一層の発展に向けた議論を進めております。食品労働運動を取り巻く環境が大きく変化するなかで、フード連合がより組合員の期待に応え、なおかつ、社会的な影響力を行使していくためには、私たち自身が運動を再点検し、組織の実情を見極めたうえで、新たな方向性を明示していく必要があります。「あり方検討委員会」の議論はまだ緒についたばかりでありますが、加盟単組の活動実態調査と並行しながら、段階的に取りまとめに入っていきますので、よろしくご理解をお願い申し上げます。
　本日の第２号議案で補正予算の編成について提起させていただいておりますが、その意味合いについてご理解をいただいておきたいと考えます。補正予算の主な使途は新たにフード連合本部事務所として賃貸使用を予定しております全専売ビル４階部分の賃借料、共益費等に充当するためのものです。
この間、中央執行委員会として本部事務所の移転に関して検討を進めてまいりましたが、現在使用しています事務所の老朽化や耐震強度の問題、さらには手狭感などから、早期に移転の決断が必要との認識に至り、しかるべき物件がないか調査を進めてきたところですが、結果として全たばこ労組本部が所有する港区芝にあります全専売会館が改修工事もなされ、交通の利便性も含めて適当であろうと判断いたしました。
現在の渋谷区広尾の事務所は歴史をひもときますと、１９７１年１０月１日に当時の食品労連が総額４，３５０万円で購入したものであり、購入にあたっては９５，０００人の組合員一人ひとりから３００円の臨時会費も徴収してきたことが印されております。４０年に亘り、食品産別運動の拠点として役割を果たしてきた本部事務所は、売却することを予定しておりますが、当時の先輩諸兄に想いをはせますと感慨深いものがありますが、これからは私たち自身で新しい歴史を刻むこととなるわけですので、この点も何卒よろしくお願い申し上げます。

　いずれにいたしましても今日の状況は、私たち勤労者のみならず、日本の社会にとって危機的状況ではないかと考えます。政治が信頼を失ってしまうようでは国そのものが危うくなりますし、食品業界にとってのＴＰＰ問題も深刻に受け止めなくてはなりません。
春闘は労働組合にとっては最大の取り組みであり、社会的な課題に対する労働組合の関与の重要性と合わせて成果を引き出さなくてはならない闘いであります。改めまして、ご出席のみなさんが強い決意をもって交渉に臨んでいただくようお願い申し上げます。
本日は限られた時間ではございますが、みなさんの真摯で活発な論議をお願いし、冒頭の挨拶とさせていただきます。
ご清聴ありがとうございました。
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